
 

公益財団法人 福岡県農業振興推進機構 

Ⅰ 法人の概要（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

1 所 在 地    福岡市中央区天神四丁目 10 番 12 号 

2 設 立 年 月 日    平成 15 年 4 月 1 日 

3 代 表 者    理事長  鐘江 義広 

4 基 本 財 産    100,308 千円（設立時の基本財産：100,000 千円） 

5 北九州市の出捐金    411 千円（出捐の割合 0.4％） 

6 役 職 員 数 

 
人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員   11 人 0 人 0 人   11 人 

 
常 勤 2 人 0 人 0 人   2 人 

非常勤   9 人 0 人 0 人   9 人 

職 員  35 人 0 人 0 人  35 人 

 

 

Ⅱ 令和５年度事業実績 

近年の農業・農村を取り巻く環境は、高齢化・後継者不足による農業者の減少により、耕作放棄地の

拡大等が懸念されており、優良農地をしっかり確保していくことが重要となっている。 

当推進機構は、平成 26 年度に県から「農地中間管理機構」の指定を受け、「福岡県農林水産振興基本

計画」に沿って、市町村、農業委員会及び農業団体などと連携し、農地売買等事業と併せ、「農地中間管

理事業」による担い手への農地の集積・集約化に取り組んでいる。 

令和 5 年 4 月に、農業経営基盤強化促進法等の改正法が施行され、市町村では農業の将来の在り方や

農用地の効率化かつ総合的な利用に関する目標等を定めた、「地域計画」の策定とその実現に向けた取組

が進められている。 

これに伴い、令和 7 年度から「利用権設定等促進事業」が、地域計画の達成に資するよう、「農地中間

管理事業」に統合されることとなった。 

当推進機構では農地利用調整戦略室が中心となり、地域計画策定が円滑に進むよう、先行実践区域の

取組みを支援するとともに、今後大幅に増加すると予想される農地中間管理事業の業務見直しに向けた

取組を行った。 

また、新規就農支援については、令和 5 年度より福岡県の就農支援センターとして相談窓口を開設し、

関係機関との連携のもと、就農希望者に対する相談等に取り組んだ。 

 

公益目的事業「農業の担い手支援に関する事業」 

本県農業振興の柱となる「担い手づくり」を支援するとともに、農地の集約化、経営規模の拡大を

推進するため、農地中間管理事業をはじめ、就農支援対策事業等を実施した。 

１ 農地中間管理事業では、新規転貸面積は 713ha で、年度計画 1,100ha に対し、65％の実績となった。 

また、農地貸借面積は 7,632ha で、13,547 件の出し手(地権者)の農地を 2,258 経営体の受け手に

貸し出し、賃料支払総額(物納を含む)が 694,680 千円となった。 



 

2 農地中間管理機構特例事業(農地売買等事業)では、取扱件数、買入面積、金額は計画より下回ったが、

令和 4 年度実績よりいずれも増加した。特に、買入面積は、144ha と前年度 129ha より大幅に増加

した。 

なお、農地売買価格については、59 万円/10a と前年度 64 万円より減少し、依然下落傾向が続い

ている。 

3 就農支援対策事業は、機構内相談が 119 件と前年より大幅に増加し、機構外の相談会・フェア等と併

せ計 250 件の新規就農相談に対応した。また、機構ＨＰに先輩就農者や県内農業法人の紹介動画等

を設け、情報発信機能を強化した。 

 

 

Ⅲ 令和５年度決算 

１ 貸借対照表 

 令和 6 年 3 月 31 日現在(単位：円) 

科   目 当年度 前年度 増 減 

Ⅰ 資産の部    

 １ 流動資産    

預金 118,913,002 138,935,225 △20,022,223 

普通預金(総合) 62,120,989 79,311,660 △17,190,671 

普通預金(中間管理/費用) 4,687,760 6,463,058 △1,775,298 

普通預金(中間管理/賃料） 2,104,253 3,160,507 △1,056,254 

定期預金 50,000,000 50,000,000 0 

未収金 1,456,230 1,123,714 332,516 

中間管理農地貸借収益未収金 712,344 1,039,828 △327,484 

農地整備農家負担金未収金 660,000 0 660,000 

一般未収金 0 0 0 

未収基本財産有価証券運用益 29,040 29,040 0 

 未収担い手基金有価証券運用益 54,846 54,846 0 

前払金 132,000 132,000 0 

棚卸資産（農地） 188,371,230 149,352,620 39,018,610 

一般タイプ農地 74,718,230 42,484,220 32,234,010 

担い手タイプ農地 113,653,000 106,868,400 6,784,600 

流動資産合計 308,872,462 289,543,559 19，328，903 

２ 固定資産    

(1)基本財産    

基本財産(有価証券) 100,308,259 100,333,606 △25,347 

基本財産合計 100,308,259 100,333,606 △25,347 

(2)特定資産    

農業担い手育成基金資産(有価証券) 158,610,072 158,525,784 84,288 

農業担い手育成基金資産(普通預金) 1,071,169 1,189,830 △118,661 

特定資産合計 159,681,241 159,715,614 △34,373 

(3)その他固定資産    

電話加入権 10,300 10,300 0 

債務保証出資金 350,000 350,000 0 

駐車場保証金 60,000 60,000 0 

中間供託金 210,563 179,130 31,433 

その他固定資産計 630,863 599,430 31,433 

固定資産合計 260,620,363 260,648,650 △28,287 

資産合計 569,492,825 550,192,209 19,300,616 



 

Ⅱ 負債の部    

１ 流動負債    

未払金 29,969,322 47,570,071 △17,600,749 

中間管理借地料未払金 5,605,246 5,648,698 △43,452 

その他事業費未払金 23,106,011 38,079,404 △14,973,393 

管理費未払金 1,258,065 3,841,969 △2,583,904 

預り金 4,240,911 5,709,301 △1,468,390 

 補助金預り金 1,108,652 4,200,335 △3,091,683 

 その他預り金 3,132,259 1,508,966 1,623,293 

仮受金 0 0 0 

1 年内返済農地長期借入金 188,371,230 149,352,620 39,018,610 

1 年内農地長期借入金 74,718,230 42,484,220 32,234,010 

 1 年内担い手農地借入金 113,653,000 106,868,400 6,784,600 

1 年内返済農地整備長期借入金 660,000 0 660,000 

流動負債合計 223,241,463 202,631,992 20,609,471 

２ 固定負債    

長期借入金 0 0 0 

固定負債計 0 0 0 

負債合計 223,241,463 202,631,992 20,609,471 

Ⅲ 正味財産の部    

１ 指定正味財産    

基本財産 100,000,000 100,000,000 0 

特定資産(農業担い手育成基金) 159,200,000 159,200,000 0 

指定正味財産計 259,200,000 259,200,000 0 

（うち基本財産への充当額） (100,000,000) (100,000,000) (0) 

（うち特定資産への充当額） (159,200,000) (159,200,000) (0) 

２ 一般正味財産    

一般正味財産 87,051,362 88,360,217 △1,308,855 

（うち基本財産への充当額） (308,259) (333,606) (△25,347) 

（うち特定資産への充当額） (481,241) (515,614) (△34,373) 

正味財産合計 346,251,362 347,560,217 △1,308,855 

負債及び正味財産合計 569,492,825 550,192,209 19,300,616 

 

 

  ２ 正味財産増減計算書 

 自 令和 5 年 4 月 1 日 

至 令和 6 年 3 月 31 日(単位：円) 

科   目 当年度 前年度 増 減 

Ⅰ 一般正味財産増減の部    

１ 経常増減の部    

(1)経常収益    

①基本財産運用収益 1,060,000 1,060,000 0 

基本財産受取利息 1,060,000 1,060,000 0 

②特定資産運用収益 1,468,061 1,468,061 0 

担い手基金受取利息他 1,468,061 1,468,061 0 

③事業収益 1,536,601,651 1,497,864,094 38,737,557 

中間管理農地賃貸収益 694,624,835 630,961,768 63,663,067 

農地売買収益 803,571,498 829,981,914 △26,410,416 

農地諸掛収益（売買手数料） 37,141,334 36,405,249 736,085 

農家負担利息収益 603,984 515,163 88,821 



 

農家整備農家負担金 660,000 0 660,000 

④受取補助金収益 241,899,915 230,996,737 10,903,178 

農地中間管理事業補助金 152,874,915 138,642,665 14,232,250 

農地売買等支援事業補助金 20,019,000 20,077,000 △58,000 

     経営技術支援対策関係補助金 2,266,000 2,377,072 △111,072 

農業振興対策事業費補助金 53,540,000 69,900,000 △16,360,000 

農地整備事業補助金 13,200,000 0 13,200,000 

⑤受取負担金収益 2,640,000 0 2,640,000 

  農地整備市町村負担金 2,640,000 0 2,640,000 

⑥受託料収益 4,900,000 1,698,000 3,202,000 

就農支援事業受託 4,900,000 1,698,000 3,202,000 

⑦雑収益 282,558 225,783 56,775 

預金利息(特) － 6 △6 

預金利息 2,165 1,277 888 

その他雑収益 280,393 224,500 55,893 

経常収益計 1,788,852,185 1,733,312,675 55,539,510 

(2)経常費用    

①事業費 1,772,209,064 1,712,359,496 59,849,568 

事業人件費 141,611,460 132,624,656 8,986,804 

事業業務費 1,630,597,604 1,579,734,840 50,986,804 

②管理費 17,951,976 21,019,704 50,862,764 

人件費 14,385,175 14,393,976 △3,067,728 

管理費 3,566,801 6,625,728 △8,801 

経常費用計 1,790,161,040 1,733,379,200 △3,058,927 

評価損益等調整前当期経常増減額 △1,308,855 △66,525 △1,242,330 

評価損益等計 0 0 0 

当期経常増減額 △1,308,855 △66,525 △1,242,330 

２ 経常外増減の部    

(1)経常外収益    

経常外収益 14,264 1,157,574 △1,143,310 

経常外収益計 14,264 1,157,574 △1,143,310 

(2)経常外費用    

経常外費用 14,264 1,128,321 △1,114,057 

経常外費用計 14,264 1,128,321 △1,114,057 

当期経常外増減額 0 29,253 △29,253 

他会計振替額 0 0 0 

当期一般正味財産増減額 △1,308,855 △37,272 △1,271,583 

一般正味財産期首残高 88,360,217 88,397,489 △37,272 

一般正味財産期末残高 87,051,362 88,360,217 △1,308,855 

Ⅱ 指定正味財産増減の部    

基本財産受取利息 1,060,000 1,060,000 0 

特定資産担い手受取利息 1,468,061 1,468,061 0 

一般正味財産への振替額 △2,528,061 △2,528,061 0 

当期指定正味財産増減額 0 0 0 

指定正味財産期首残高 259,200,000 259,200,000 0 

指定正味財産期末残高 259,200,000 259,200,000 0 

Ⅲ 正味財産期末残高 346,251,362 347,560,217 △1,308,855 

 

 

 



 

Ⅳ 令和６年度事業計画 

当推進機構は平成 15 年の設立以降、農業・農村の持続的発展を目指し、関係機関と連携のもと、担い

手への農地集積及び新規就農希望者の支援に取り組み、農業・農村の振興に貢献してきた。  

しかし、近年の農業・農村を取り巻く環境は、高齢化・後継者不足による農業者の減少により、耕作

放棄地の拡大等が懸念されており、優良農地をしっかり確保していくことが重要となっている。 

このような中、平成 26 年度から農地中間管理事業が開始され、当推進機構は、「農地中間管理機構」

として県から指定を受け、福岡県農林水産振興基本計画に沿って関係機関と連携して、農業経営の規模

拡大、担い手への農地集積・集約化や大区画化の促進に取り組んできた。 

令和 5 年 4 月に、農業経営基盤強化促進法等の改正法が施行され、市町村では農業の将来の在り方や

農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標等を定めた、「地域計画」の策定とその実現に向けた取組

が推進されている。 

当推進機構では、農地の集約化等を加速化するため、地域計画の実現に向けて、農地の貸借業務を行

政・関係団体との一体的な推進により、本県の農業・農村の振興に努める。 

〔公益目的事業〕 

1 農地中間管理事業（農地貸借事業） 

2 農地中間管理機構の特例事業（農地売買等事業） 

3 就農支援対策事業 

 

 

Ⅴ 令和６年度予算 

 1 収支予算書 

自 令和 6 年 4 月 1 日 

至 令和 7 年 3 月 31 日（単位：円） 

科   目 R6 年度予算(A) R5 年度予算(B) 増減(A-B) 

Ⅰ 一般正味財産増減の部    

  1 経常増減の部    

  ⑴ 経常収益    

① 基本財産運用益 1,060,000 1,060,000 0 

基本財産受取利息 1,060,000 1,060,000 0 

② 特定資産運用益 1,467,000 1,467,000 0 

農業担い手基金受取利息 1,467,000 1,467,000 0 

③ 事業収益 1,652,819,000 1,643,122,000 9,697,000 

農地特例事業収益 922,819,000 973,122,000 △50,303,000 

農地売買収益 882,826,000 932,197,000 △49,371,000 

 一般農地収益 285,188,000 267,690,000 17,498,000 

 担い手農地収益 597,638,000 664,507,000 △66,869,000 

 支援農地収益 0 0 0 

農地売買手数料 39,473,000 40,485,000 △1,012,000 

農地農家負担利息 520,000 440,000 80,000 

中間管理賃貸料収益 730,000,000 670,000,000 60,000,000 

④ 補助金等収益 484,198,000 284,679,000 199,519,000 

中間管理事業補助金 380,994,000 199,333,000 181,661,000 

農地事業補助金 18,277,000 18,277,000 0 

就農支援対策関係補助金 2,266,000 2,266,000 0 

農業振興対策事業費補助金 82,661,000 64,803,000 17,858,000 

⑤ 受取負担金収益 7,480,000 3,300,000 4,180,000 



 

 農地整備負担金 7,480,000 3,300,000 4,180,000 

⑥ 受託料収益 7,000,000 7,000,000 0 

    就農支援業務受託料 7,000,000 7,000,000 0 

⑦ 雑収益 70,000 70,000 0 

経常収益計 2,154,094,000 1,940,698,000 213,396,000 

  ⑵ 経常費用    

①事業費 2,135,242,000 1,922,445,000 212,797,000 

人件費 166,620,000 138,897,000 27,723,000 

役員報酬 7,205,000 7,205,000 0 

給料手当 128,798,000 104,880,000 23,918,000 

臨時雇賃金 2,937,000 3,188,000 △251,000 

福利厚生費 27,680,000 23,624,000 4,056,000 

業務費 1,968,622,000 1,783,548,000 185,074,000 

諸謝金 900,000 1,260,000 △360,000 

旅費交通費 4,339,000 2,982,000 1,357,000 

印刷消耗品費 5,866,000 4,692,000 1,174,000 

自動車管理費 6,904,000 5,820,000 1,084,000 

水道光熱費 4,295,000 3,267,000 1,028,000 

通信運搬費 6,009,000 3,999,000 2,010,000 

委託費 38,809,000 27,767,000 11,042,000 

会議費 160,000 20,000 140,000 

賃借料 13,852,000 14,545,000 △693,000 

負担金 680,000 680,000 0 

需用費 90,000 0 90,000 

公租公課 3,733,000 3,825,000 △92,000 

図書研修費 730,000 806,000 △76,000 

労働者派遣料 4,700,000 0 4,700,000 

支払利息 520,000 440,000 80,000 

農地特例事業用地原価 882,826,000 932,197,000 △49,371,000 

中間委託費 177,971,000 62,076,000 115,895,000 

中間農地賃借料 730,000,000 670,000,000 60,000,000 

中間農地管理賃借料 15,300,000 9,000,000 6,300,000 

中間農地管理費 23,829,000 14,017,000 9,812,000 

中間遊休農地解消費 9,460,000 9,460,000 0 

中間評価委員会会費 154,000 100,000 54,000 

工事請負費 37,400,000 16,500,000 20,900,000 

担い手育成基金資産償却 35,000 35,000 0 

雑費 60,000 60,000 0 

②管理費 18,852,000 18,253,000 599,000 

人件費 14,273,000 14,151,000 122,000 

役員報酬 5,895,000 5,895,000 0 

給料手当 5,657,000 5,614,000 43,000 

臨時雇賃金 0 0 0 

福利厚生費 2,721,000 2,642,000 79,000 

  法定福利費 1,821,000 1,842,000 △21,000 

  福利厚生費 900,000 800,000 100,000 

管理費 4,579,000 4,102,000 477,000 

旅費交通費 150,000 400,000 △250,000 

印刷消耗品費 700,000 510,000 190,000 

自動車管理費 0 0 0 

水道光熱費 739,000 633,000 106,000 

通信運搬費 250,000 250,000 0 



 

委託費 814,000 500,000 314,000 

会議費 20,000 43,000 △23,000 

賃借料 1,340,000 1,200,000 140,000 

分担金 150,000 150,000 0 

公租公課 60,000 60,000 0 

図書研修費 180,000 180,000 0 

基本財産償却 26,000 26,000 0 

雑費 150,000 150,000 0 

経常費用計 2,154,094,000 1,940,698,000 213,396,000 

評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0 

評価損益等計 0 0 0 

当期経常増減額 0 0 0 

  2 経常外増減の部    

  ⑴ 経常外収益    

     経常外収益 0 0 0 

経常外収益計 0 0 0 

  ⑵ 経常外費用    

     経常外費用 0 0 0 

経常外費用計 0 0 0 

当期経常外増減額 0 0 0 

当期一般正味財産増減額 0 0 0 

一般正味財産期首残高 86,715,000 86,715,000 0 

一般正味財産期末残高 86,715,000 86,715,000 0 

Ⅱ 指定正味財産増減の部    

基本財産運用益 1,060,000 1,060,000 0 

特定資産運用益 1,467,000 1,467,000 0 

一般正味財産への振替額 △2,527,000 △2,527,000 0 

当期指定正味財産増減額 0 0 0 

指定正味財産期首残高 259,200,000 259,200,000 0 

指定正味財産期末残高 259,200,000 259,200,000 0 

Ⅲ 正味財産期末残高 345,915,000 345,915,000 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅵ 役 員 名 簿 

    令和 6 年 7 月 1 日現在 

役 職 名 氏    名 備    考 

理 事 長 鐘 江 義 広 学識経験者（元福岡県農林水産部長） 

常 務 理 事 石 川 博 基 学識経験者（元福岡県農林業総合試験場副場長） 

理 事 石 井 一 暢 福岡県農林水産部経営技術支援課長 

〃 片 山 博 文 福岡県農業協同組合中央会 専務理事 

〃 桑 野 岳 利 福岡県信用農業協同組合連合会 代表理事理事長 

〃 林  浩 二 福岡県農林水産部水田農業振興課長 

〃 藤 原 浩 俊 福岡県認定農業者組織連絡協議会長 

〃 宮 田 和 浩 元日本政策金融公庫福岡支店 農林水産事業統轄 

〃 栁  健 二 全国農業協同組合連合会福岡県本部長 

監 事 占 部 輝 次 税理士法人 占部会計 税理士 

〃 和 田 直 樹 福岡県農林水産部団体指導課長 

 


